
議案第５７号 

令和元年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号） 

平成３１年度病院事業会計予算は、令和元年度病院事業会計予算とする。この場合において、平成３１年度以降の年度の表記は、それぞれ令和において

応当する年度の表記に改める。 

（総 則） 

第１条 令和元年度弘前市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和元年度弘前市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

収        入       

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ） 

第１款 病 院 事 業 収 益   ３，０１４，９６１千円       △４，００６千円   ３，０１０，９５５千円 

第２項 医 業 外 収 益    ３９１，２２７千円        △４，００６千円     ３８７，２２１千円 

支        出     

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）      （  計  ）   

第１款 病 院 事 業 費 用   ３，７５３，２６４千円     △１３７，３８４千円   ３，６１５，８８０千円 

第１項 医 業 費 用  ３，６７５，３１０千円    △１３７，３８４千円   ３，５３７，９２６千円 

（債務負担行為） 

第３条 予算第５条に定めた債務負担行為を、次のとおり補正する。 

  追 加 

事  項 期  間 限 度 額 

薬剤管理補助に係る経費 令和２年度 薬剤管理補助に要する経費 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条第１号中「１，８３９，４９９千円」を「１，７０１，５６０千円」に改める。 

  令和元年１１月２９日提出 

                                            青森県弘前市長  櫻 田   宏 

- 病 2 -



1

2

3

1

1

1

繰入額減額、報酬、退職給付費追

加

引当金繰入額、法定福利費引当金

給 与 費 1,851,019 △ 137,384 1,713,635 給料、手当等、法定福利費、賞与

3,615,880

医 業 費 用 3,675,310 △ 137,384 3,537,926

病 院 事 業 費 用 3,753,264 △ 137,384 

支　　　出

款 項 目
既決予定額
　　　(千円)

補正予定額
　　　(千円)

計
　　　(千円)

備       考

医 業 外 収 益 391,227

△ 4,006 

△ 4,006 

令和元年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出

3,010,955

収　　　入

款

病 院 事 業 収 益

計
　　　(千円)

備       考目
既決予定額
　　　(千円)

3,014,961

補正予定額
　　　(千円)

△ 4,006 

項

給与費に係る一般会計繰入金減額

387,221

負 担 金 交 付 金 361,666 357,660
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（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　　減価償却費

　　　　固定資産除却損

　　　　繰延資産償却費

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　繰延資産の取得による支出

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 4,599,000

令和元年度弘前市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

△ 609,319,000

170,959,000

5,000,000

14,374,000

△ 4,665,000

△ 2,430,592

△ 523,537

1,500,000

△ 1,000

19,212,000

75,106,256

△ 192,023,771

18,342,880

△ 256,429

△ 509,324,193

1,000

△ 19,212,000

△ 528,535,193

△ 60,000,000

△ 4,818,000

△ 64,818,000
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一時借入れによる収入

　　　　一時借入金の返済による支出

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

593,351,193

673,283,172

△ 144,732,615

△ 83,253,364

△ 90,800,000

238,854,000

△ 2,000

502,000

500,000
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（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

手
当
の
内
訳

賞与引当金繰入額

(千円)

補 正 後
87,624 

(313)

92,010 
(625)

60,968 

△ 4,386 

(938)

(4,727)

通勤手当
(千円)
5,919 

寒冷地手当

(1,722)
12,327 112,312 

(962)
△ 16,987 △ 10,835 

(462)

(千円)
管理職手当

△ 89,366 
(3,857) (870)

期末手当

15,220 

特殊勤務手当
(千円)
141,166 

(千円)
勤勉手当

11,151 95,325 66,059 
(千円)(千円)

区 分

住居手当
(千円)
11,017 

11,840 

比 較

48,019 

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分

13,057 △ 823 

退職給付費

△ 12,051 

補 正 前

(千円)
74,025 

比

較

損益勘定支弁職員
△ 21 7,624 △ 89,366 

合 計

資本勘定支弁職員

△ 21 7,624 
(1)

(1) (2,374)

(16,703)
1,822,796 

1,557,057 
(14,694) (2,009) (16,703)

631,278 
(2,326)

(18,551) (2,879)

(2,009)
1,557,057 265,739 

(14,742) (3,809)
115,590 770,046 

680,680 115,590 

631,278 
(2,326)(12,368) (14,694)

法定福利費 合 計

(21,430)

261,989 
(18,551) (2,879)

680,680 
(3,809)

合 計
189 47,767 

(7)

(7)

損益勘定支弁職員
189 47,767 

資本勘定支弁職員

給   与   費   明   細   書

１　総　　　括

区 分
職 員 数 給 与 費

(14,742)

賃金
(人) (人) (千円) (千円)

特別職 一般職
(千円) (千円)

計
(千円)

手当報酬 給料

補
正
後

115,590 574,104 1,418,141 
(千円) (千円)

1,680,130 
(21,430)

1,680,130 574,104 1,418,141 261,989 

補
正
前 265,739 1,822,796 

(12,368)

損益勘定支弁職員
210 40,143 

資本勘定支弁職員

合 計
210 40,143 

(6)

(870)

△ 3,750 △ 142,666 

△ 142,666 
(4,727)

△ 138,916 
(1,483)

△ 57,174 △ 3,750 
(3,857)

△ 138,916 △ 57,174 

12,018 

(6)

18,708 

(2,374)

0 

0 

770,046 115,590 

35,968 

(1,483)

16,046 

619 △ 213 

時間外勤務手当
(千円)

扶養手当
(千円)
16,665 

夜間勤務手当
(千円)
11,805 

△ 3,488 

(103)
7,666 
(155)

△ 1,747 
(△52)

(1,046)
76,894 
(584)

160,310 

△ 19,144 
(760)

△ 1,176 
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２　給料及び手当の増減額の明細

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

３　給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

給与改定等に伴う制度改正

看 護 師

(1,483)

勤勉手当　　　　　

△ 73,303

40.2

305,949

361,021

手　　　当
△ 57,174 

令和元年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額

1,114,365

平 均 給 料 月 額

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 )

給与改定に伴う増減分

平 均 年 齢

△ 90,632 

(2,374)

区 分 増減額(千円)

△ 89,366 

(2,374)
給　　　料

新陳代謝、その他

備 考

3,072

新陳代謝、その他

説　　　　　　　　　　　　明

給料の改定率　0.20％
実施の時期　平成31年4月適用

制度改正に伴う増減分

区　　　　　　　分

平 均 給 与 月 額

41.8 44.6

（医療職（３））

278,495

336,657

386,710

（医療職（２））

平成３１年４月１日現在

平 均 年 齢 41.3

(1,483)

(1,483)

40.7

（一般職）

46.9

1,136,069

377,651

297,151

その他の増減分

医療技術職員

△ 60,246 

平 均 給 与 月 額

その他

退職給付費 13,057

その他の増減分

事務・技師

（医療職（１））

1,266 

3,072 

456,384

医　　師

44.1

458,516

47.2

388,154

297,557 305,319277,629

329,178
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 （２）初　任　給

高　　　校　　　卒 150,600

高　　　校　　　卒 150,600

182,200

事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円）
区　　　　　　　分

医　　師 医療技術職員 看 護 師

（医療職（３））  （円） （一般職）  （円）

大　　　学　　　卒 342,000 188,400 209,800

短　　　大　　　卒 177,400 200,700

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円） （医療職（３））  （円） （一般職）  （円）

182,200

短　　　大　　　卒 177,400 200,700

大　　　学　　　卒 188,400 209,800
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 （３）級 別 職 員 数

1 6.7 1 3.8 1 0.8 

6 40.0 4 15.4 2 1.6 1 4.8 

5 33.3 4 15.4 12 9.4 2 9.5 

3 20.0 6 23.1 15 11.8 1 4.8 

11 42.3 97 76.4 1 4.8 
(4) (100.0)

0 0.0 12 57.1 
(2) (100.0)

1 4.8 

3 14.2 
(1) (100.0)

15 100.0 26 100.0 127 100.0 21 100.0 
(2) (100.0) (4) (100.0) (1) (100.0)

1 6.3 1 3.8 1 0.8 

6 37.5 4 15.4 2 1.6 1 4.5 

5 31.2 4 15.4 12 9.3 2 9.1 

4 25.0 6 23.1 15 11.6 1 4.5 

11 42.3 99 76.7 1 4.5 
(4) (100.0)

0 0.0 12 54.6 
(2) (100.0)

2 9.1 

3 13.7 
(1) (100.0)

16 100.0 26 100.0 129 100.0 22 100.0 
(2) (100.0) (4) (100.0) (1) (100.0)

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

区　　　分
医師（医療職(１)） 医療技術職員（医療職(２)） 看護師（医療職(３)） 事務・技師（一般職）

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

７級

２級 ４級 ４級 ６級

令和元年１０月１日現在

４級 ６級 ６級 ８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級

１級 １級 ３級

２級

１級

計 計 計 計

７級

２級 ４級 ４級 ６級

平成３１年４月１日現在

４級 ６級 ６級 ８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級

１級 １級 ３級

２級

１級

計 計 計 計
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 （６）期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用職員に係る外書き数字である。

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備 考

６月(月分) １２月(月分) (月分)

補 正 後
2.125 2.175 4.30 

有
(2.25)(1.125) (1.125)

補 正 前
2.125 2.125 4.25 

有
(2.25)(1.125) (1.125)

一 般 会 計 の 制 度
2.125 2.175 4.30 

有
(2.25)(1.125) (1.125)
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（当該年度分）

千円 千円 千円 千円

薬剤管理補助に係る
経費

薬剤管理補助に要す
る経費

令和２年度 限度額に同じ 全　　額

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 自己資金
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,672,643,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,556,804,963 1,115,838,785

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,495,372 4,079,228

ニ 器 械 備 品 1,189,548,171

減 価 償 却 累 計 額 △ 967,228,081 222,320,090

ホ リ ー ス 資 産 821,014,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 665,533,450 155,481,170

有 形 固 定 資 産 合 計 1,970,254,211

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 21,903,310

投資その他の資産合計 21,903,310

固 定 資 産 合 計 1,993,265,030

2

(1) 500,000

(2) 321,909,189

△ 10,407,220 311,501,969

(3) 8,970,137

貸 倒 引 当 金

令和元年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品
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(4) 752,000

流 動 資 産 合 計 321,724,106

資 産 合 計 2,314,989,136

3

(1)

イ

1,031,729,509

企 業 債 合 計 1,031,729,509

(2) 109,632,766

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 603,831,899

引 当 金 合 計 603,831,899

固 定 負 債 合 計 1,745,194,174

4

(1) 673,283,172

(2)

イ

84,566,177

企 業 債 合 計 84,566,177

(3) 58,286,812

(4) 129,468,556

(5) 252,000

一 時 借 入 金

前 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金
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(6)

イ 賞 与 引 当 金 88,562,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 16,785,000

引 当 金 合 計 105,347,000

(7) 14,472,572

流 動 負 債 合 計 1,065,676,289

5

(1) 186,602,336

(2) △ 54,056,426

繰 延 収 益 合 計 132,545,910

負 債 合 計 2,943,416,373

6 3,391,584,519

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 4,101,388,939

欠 損 金 合 計 4,101,388,939

剰 余 金 合 計 △ 4,020,011,756

資 本 合 計 △ 628,427,237

負 債 資 本 合 計 2,314,989,136

資 本 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金
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会計に関する書類における注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　8年～50年

　　　　　構築物　　　 10年～40年

　　　　　機械備品　　　4年～15年

　　(2) リース資産

        ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　３　引当金の計上基準

　　(1) 退職給付引当金　　

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する分（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　　　

　  (3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っている。
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Ⅱ　予定貸借対照表関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　令和元年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

　　一般会計が負担すると見込まれる額は1,116,295,686円である。

　２　みなし償却制度廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前にみなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産については、みなし償却規定を適用しなかったとし

　　たならば行っていた減価償却累計額から、既に行った減価償却累計額を控除して得た額を平成２６年４月１日において帳簿価格から減額し、

　　同額を資本剰余金から減額している。

Ⅲ　リース契約により取得する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　1,754,892円

　　　１年超　　        0円

　　　　計　　　1,754,892円

Ⅳ　その他

　　　令和元年度において、退職手当として 78,690,000円を支給するため、退職給付引当金 78,690,000円を取り崩す予定である。
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